
上天草市立斎場の管理運営に関する協定書（案） 

 

上天草市（以下「甲」という。）と       （以下「乙」という。）

とは、上天草市立斎場（以下「斎場」という。）の管理及び運営に関する業務

（以下「管理業務」という。）について、次の条項により協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、上天草市立斎場条例（平成１６年上天草市条例第９４

号。以下「斎場条例」という。）第１２条の規定により指定管理者に指定さ

れた乙が行う斎場の管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 甲は、斎場条例第１３条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を乙に

行わせる。 

 （１） 火葬に関する業務 

 （２） 火葬のための施設及び設備（以下「施設等」という。）の使用に関す

る業務 

 （３） 斎場の使用の許可に関する業務 

 （４） 施設等の管理及び運営に関する業務 

 （５） 斎場の利用料金の収受に関する業務 

 （６） 斎場の施設等の維持及び修繕に関する業務 

 （７） その他甲が斎場の管理上必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、別添「上天草市立斎場指定管理者仕様書」

（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。 

 

（管理物件） 

第３条 管理業務の対象となる斎場の施設及び物品等（以下「管理物件」とい

う。）の対象は、別に甲が提示する財産台帳及び物品台帳によるものとす

る。 

２ 乙は、管理物件を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなければなら

ない。 

 

（指定管理者の責務） 

第４条 乙は、斎場が円滑に運営されるよう、次に掲げる関係法令及び条例そ

の他の関係規程等並びにこの協定の定めるところに従い、信義に沿って誠実

に管理業務を履行しなければならない。 



（１） 上天草市立斎場条例、上天草市立斎場条例施行規則（平成１６年上

天草市規則第７２号） 

（２） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２ 

２年政令第１６号）、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号） 

その他の行政関係法令 

（３） 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７ 

年法律第５７号）その他の労働関係法令 

（４） 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２ 

０号）、同法施行令（昭和４５年政令第３０４号）、同法施行規則（昭和 

４６年厚生省令第２号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、建築基 

準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、 

消防法施行規則（昭和２３年法律第１８６号）、電気事業法（昭和３９年 

法律第１７０号）その他施設又は設備の維持管理又は保守点検に関する法 

令 

２ 乙は、次に掲げる事項に留意し、管理業務を履行しなければならない。 

（１） 管理物件の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、上天草 

市個人情報保護条例（平成１７年上天草市条例第４号）第２７条第２項 

の規定に従い、第１９条に定める安全確保の措置を講じること。 

（２） 斎場の利用に係る許可等行政処分に相当する権限を行使するとき

は、上天草市行政手続条例（平成１６年上天草市条例第１６号）第２章

の規定を順守すること。 

（３） 管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等は、これを適 

正に管理し、３年間保存すること。次条第１項に規定する指定期間が満 

了し、又は第１３条の規定により指定を取り消された後も同様とする。 

（４） 管理業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底及び温室効果ガ 

スの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進 

及び廃棄物の適正処理に努めること。また、環境負荷の軽減に配慮した 

物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

３ 乙は、斎場又は斎場の利用者の被災に対する第一次責任を有し、斎場又は

斎場利用者に災害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲

に報告し、甲の指示に従うものとする。 

４ 乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合に

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（指定の期間） 

第５条 甲が乙を指定管理者として指定する期間（以下「指定期間」という。) 



は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度（以下「事業年度」という。）は、毎年４月１日

から翌年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第６条 管理業務に対する委託料の額は、次の表のとおりとする。 

２ 甲は、事業年度当初に乙と協議した上で前項の表に定める委託料の事業年

度ごとの支払計画書を作成し、その計画に従って、乙は、書面により委託料

を請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定により提出された支払請求書が適当であると認めるとき

は、当該支払請求書を受理した日から３０日以内に委託料を乙に支払うもの

とする。 

 

（委託料の額の変更） 

第７条 委託料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度、

甲、乙協議の上、定めるものとする。 

 

（リスク分担） 

第８条 管理業務に関するリスク分担については、別記１「リスク分担表」の

とおりとする。 

２ 前項のリスク分担表に定めるリスク分担に疑義がある場合又は当該リスク

分担以外の不測のリスクが生じた場合は、甲、乙協議の上、リスク分担を決

定するものとする。 

 

（事業計画等の提出） 

第９条 乙は、各年度の２月末日までに、当該事業年度の翌年度に係る次に掲

げる内容を記載した事業計画書を甲に提出しなければならない。 

（１） 管理業務に係る運営体制 

（２） 管理業務に要する経費の収支の総額及び内訳 

（３） その他甲が必要と認める事項 

対象年度 委託料の額 

令和６年度 各年度１２，１５２，０００円（消費税及び地方消費税含

む。）を上限として、対象年度の開始前に対象年度の予算の

範囲内で、甲乙協議した上で定めた額 

令和７年度 

令和８年度 



２ 甲は、前項の事業計画書が提出されたときは、その内容を審査し、事業年

度開始前までに必要な指示をすることができる。 

３ 乙は、事業年度中において事業計画書の内容を変更する場合は、甲に事前

に報告しなければならない。 

 

（業務報告） 

第１０条 乙は、月毎に次に掲げる報告書及び当該報告書の電子データを翌月

１０日までに甲に提出しなければならない。 

（１） 斎場の利用実績に関すること。 

（２） 財産及び物品の維持管理に関すること。 

（３） 斎場の管理運営状況に関すること。 

（４） 管理業務の目標達成状況に関すること。 

（５） その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項各号に掲げるものの

ほか管理業務に係る経費の収支及び経理の状況に関し必要に応じて臨時に報

告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

３ 甲は、乙の管理運営業務の内容が根拠法令又は承認済みの事業計画内容に 

適合しないものであるときは、指定管理者に対しその業務の再履行を命ずる 

ことができる。この場合において、再履行に要する費用は乙の負担とする。 

 

（事業報告） 

第１１条 乙は、毎事業年度終了後２か月以内に次に掲げる事項を記載した事

業報告書を甲に提出し、その承認を得なければならない。 

（１） 管理業務の実績に関すること。 

（２） 斎場の利用実績に関すること。 

（３） 年間収支実績に関すること。 

（４） 財産及び物品の維持管理に関すること。 

（５） 斎場の管理運営状況に関すること。 

（６） その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、斎場の良好な管理状況を確保するため、管理業務の水準を表す適正

な指標を設定し、乙は、前項の事業報告書と併せて、指標に対する管理業務

の進捗状況を記載した書面を甲に提出しなければならない。 

３ 乙は、管理業務に係る経費の収支に関する帳票その他管理業務に係る記録

を整備し、常に管理業務に係る経理の状況を明らかにしておくとともに、甲

が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 



４ 甲及び乙は、指定期間において管理業務が管理運営の基準等に適合して実

施されているかどうかを確認するため、管理業務の実施状況の調査を行うも

のとする。 

 

（情報公開） 

第１２条 乙は、斎場の管理に関する情報の公開を行うため必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

（指定の取消し等） 

第１３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、指定管 

理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部を停止させ、及びこれによ 

り生じた損害の賠償を命じることができる。 

（１） 本協定に違反したとき。 

（２） 管理業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

（３） 前２号に掲げる場合のほか、乙が斎場の指定管理者として管理業務

を継続することが適当でないと認められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その３か月前ま

でに甲の承認を得なければならない。 

３ 甲は、第１項各号に掲げる場合のほか、必要があるときは、管理業務の全

部又は一部を廃止することができる。この場合においては、甲は、廃止しよ

うとする日の３０日前までに乙に通知しなければならない。 

４ 前２項の規定により、この協定が解除され、又は管理業務の全部若しくは

一部が廃止された場合における損害の賠償については、甲、乙協議して定め

るものとする。 

 

（災害時等の対応） 

第１４条 乙は、管理施設又は管理施設の利用者等に災害又は事故があった時

は、迅速かつ適切な対応を行うとともに速やかに甲に報告して、その指示に

従うものとする。 

 

（原状回復義務） 

第１５条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定管理者としての指

定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停

止を命ぜられたときは、その管理しなくなった管理物件を速やかに原状に回

復しなければならない。ただし、甲の承認を得たときは、この限りでない。 

 



（損害の賠償） 

第１６条 乙は、管理物件の管理業務の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由

により甲又は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければならな

い。 

２ 前項に規定する場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲がその

損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

 

（保険契約） 

第１７条 乙は、甲が指定する期日までに、自己の負担により損害賠償責任の

履行の確保のため、履行保証保険契約（以下「保険契約」という。）を締結

するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により保険契約を締結したときは、当該保険契約に係る

保険証券の写しその他の契約内容を証する書面を、遅滞なく甲に提出するも

のとする。 

３ 乙が保険契約の変更を行ったときは、前項の規定を準用する。 

 

（再委託の禁止） 

第１８条 乙は、管理業務を他者に委託し、又は請け負わせてはならない。た

だし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（個人情報の保護） 

第１９条 乙は、管理運営業務を実施するに当たっての個人情報の取扱いにつ

いては、別記３「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（施設、設備等の使用） 

第２０条 乙は、管理物件を除く斎場の施設、設備及び物品を使用するとき

は、甲の承認を得なければならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第２１条 乙は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、

遅滞なく甲に届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第２２条 乙は、斎場の管理業務に必要な諸規則及び執行体制（非常時におけ

る体制を含む。）を整備し、これを書面にて甲に提出しなければならない。 

 



 

（業務の引継ぎ等） 

第２３条 乙は、指定期間が満了し、又は指定管理者の指定を取り消されたと

きは、円滑に、かつ、支障なく管理業務の実施が継続できるよう、甲又は甲

が指定する者に対して、管理業務の引継ぎを書面にて行わなければならな

い。 

２ 甲が、指定期間の満了等により、新たに指定管理者の募集等を行う場合に 

おいて、乙は、甲の求めに応じて、乙による管理業務の実施状況等に関する 

情報を提供しなければならない。 

 

 （業務の実施） 

第２４条 乙は、この協定に定めるもののほか、次に掲げる規程等並びに甲へ 

 の説明等に従って管理業務を実施するものとする。 

 （１） 上天草市立斎場指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。） 

 （２） 上天草市立斎場指定管理者業務仕様書（以下「業務仕様書」とい

う。） 

 （３） 乙の提案した事業計画書（以下「事業計画書」という。） 

 （４） 公募説明会等での質問への回答（以下「質問回答書」という。） 

 

（協定以外の規程等の適用関係） 

第２５条 前条各号に掲げる規程等の間に解釈上の矛盾又は齟齬が生じた場合

は、この協定、質問回答書、募集要項、業務仕様書、事業計画書の順に解釈

が優先されるものとする。 

 

（協定の改定） 

第２６条 斎場の管理業務に関し、事情が変更したとき、又は特別な事情が生

じたときは、甲、乙協議の上、この協定を改定することができる。 

 

（協議） 

第２７条 この協定に関し疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項に

ついては、その都度、甲、乙協議の上、定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、

各自その１通を所持する。 

 

 



令和  年  月  日 

甲 上天草市                

代表者 上天草市長 堀江 隆臣    

 

乙                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記１ 

リスク分担表 

 

種 類 内 容 
負担者 

市 指定管理者 

物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費

の増 
 ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

地域との協調  ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民

及び施設利用者からの反対、訴訟、要

望への対応 

 ○ 

上記以外 ○  

法令の改正 施設管理又は運営業務に影響を及ぼす

法令改正 
○  

指定管理者に影響を及ぼす法令改正  ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変

更 
○  

一般的な税制変更  ○ 

政治、行政的理由

による事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理若し

くは運営業務の継続に支障が生じた場

合又は運営業務内容の変更を余儀なく

された場合の経費及びその後の維持管

理経費における当該事情による増加経

費負担 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、

落盤、火災、争乱、暴動その他の市又

は指定管理者のいずれの責めにも帰す

ことのできない自然的又は人為的な現

象をいう。）に伴う、施設、若しくは

設備又は市が所有する備品の修復によ

る経費の増加及び事業履行不能 

○  

書類の誤り 仕様書等市が責任を持つ書類の誤りに

よるもの 
○  

事業計画書等指定管理者が提案した内

容の誤りによるもの 
 ○ 



資金調達 

 

経費の支払い遅延（市→指定管理者）

によって生じた事由 
○  

経費の支払い遅延（指定管理者→業

者）によって生じた事由 
 ○ 

施設・設備の損傷 経年劣化によるもの（軽微なもの

（注）） ○ 

○ 

(10 万円

未満) 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの ○ 

○ 

(10 万円

未満) 

資料等の損傷 管理者としての注意義務を怠ったこと

によるもの 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方

が特定できないもの ○ 

○ 

(10 万円

未満) 

第三者への賠償 管理者としての注意義務を怠ったこと

により損害を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場

合 
○  

運営リスク 景気、社会情勢等の変動による施設利

用収入の減少 
 〇 

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又

は期間中途における業務を廃止した場

合における事業者の撤収費用 

 ○ 

 

（注） 「軽微なもの」とは、ドア類の金属補修、電気機器類の消耗部品等の

交換、機器等の修繕等で、１件につき１０万円未満のもの。 

 

  



別記２ 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別さ

れ、又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、

この協定による業務を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害することの

ないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２条 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に

漏らしてはならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同

様とする。 

（収集の制限） 

第３条 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、

その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段によ

り行わなければならない。 

（適正管理） 

第４条 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報の漏え

い、減失及び毀損の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第５条 乙は、甲の指示又は承諾がある場合を除き、この協定による業務に関

して知ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は第三

者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人

情報が記録された資料等を、甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならな

い。 

（再委託の禁止） 

第７条 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行う

ものとし、甲が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならな

い。 

（資料等の返還等） 

第８条 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は

乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、当該業

務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指

示したときは、その指示に従うものとする。 



（従事者への周知） 

第９条 乙は、この協定による業務に従事する者に対して、在職中及び退職後

において、この業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らないこと、この協定の目的以外の目的に使用してはならないことその他個

人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（実地調査） 

第 10 条 甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による業務の執行

に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時実地に調査すること

ができる。 

（事故報告） 

第 11 条 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあるこ

とを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 


